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上期の実績は、堅調であった第１四半期の流れを維持し、年度計画の達成に
向けて歩みを進めています。

売上高は9,477億円、営業利益は442億円となり、営業利益率は4.7％となりま
した。また、純利益は484億円となり、各利益項目において、対前年比大幅
な改善となりました。

なお、フリーキャッシュフローについては、昨年の燃費不正問題の支払いな
どがあった影響で、マイナス368億円となりました。積極的に投資を行う中
でも、フリーキャッシュフローの黒字化を目指しており、下期に向け挽回を
図ってまいります。

販売台数は、現地生産化した『アウトランダー』の販売が好調な中国市場で
の伸張、日本での販売回復などにより、498千台となりました。
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ご覧のように、上期においてもＶ字回復の軌道に事業計画を乗せるトレンドを
維持しています。

15年度は大幅な円安影響もあり、年度で営業利益率6％を超える過去最高益と
なりました。

16年度は燃費不正問題と円高の影響で上期は大きく落ち込みましたが、海外で
の販売が下支えしたことに加え、経営管理手法の刷新やベンチマーキングの導
入により下期は3.5％まで回復しました。

17年度の第１四半期では昨年度下期を上回る4.7％まで回復しましたが、第２四
半期においても、この流れを止めることなく継続し、第１四半期と同等の利益
率を維持しております。
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2017年度通期業績見通しについては、期初に発表しました公表数値から変更
はございません。

売上高は5％増加の2兆円、営業利益は700億円、営業利益率3.5％、当期純利
益680億円の計画です。販売台数については対前年度11％増の102万9千台を
目指します。

なお、本日の取締役会において、期初公表の通り、一株当たり7円の中間配
当実施を決定いたしました。
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10月18日に当社は中期経営計画「Drive for Growth」を発表させていただきま
した。

この計画は、将来の大きな環境変化の中にあっても利益ある成長を継続でき
るしっかりとした基盤作りを行うことが狙いです。

まずは、

①昨年の燃費不正問題で傷ついた信頼を早期に回復すること、

②次に、中期経営計画をV字回復軌道に乗せること、

③さらに、中期経営計画の期間中に投入する新車を成功させること、

という３つの事項をきっちりとやり遂げることで、基盤づくりを確実なもの
にします。

この３年間の目標として、ご覧の４つのKPI（小売台数：130万台、売上高：
2.5兆円、営業利益率：6％以上、フリーキャッシュフローの黒字化）を設定
いたしました。このKPIを実現するための３つの戦略的施策、そして、それ
を支えるための２つの基盤を整備していきます。

当社はこのKPI達成に向け、全社一丸となって、全力で取り組んでいます。



また、先日の東京モーターショーでは、新しいブランドメッセージである
「Drive your Ambition」をお披露目させていただき、コーポレートマークとコ
ミュニケーションマークを刷新しました。

大きな志を持つことで生まれる、独創的で存在感のある商品・サービスを通
じて、世界中のお客様とともに成長していきたいという、三菱自動車の新た
な決意を込めています。

同ショーで世界初披露させていただいたコンセプトカー
『MITSUBISHI e-EVOLUTION CONCEPT』は、当社の新しいブランドメッ
セージを体現した車となっています。

これからも、SUVや電動化技術に更に磨きを掛け、AI技術やコネクティッド
カー技術など様々な技術と融合させ、クルマの新たな価値を生み出していき
たいと考えています。
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中期経営計画では「商品の刷新」を戦略の柱としておりますが、今年度はご
覧の新車の生産・販売を開始しました。

インドネシアで生産を始めた新型MPV『エクスパンダー』は、既に４万台の
受注をいただいております。2018年にはフィリピンやタイにも輸出展開する
計画で、アセアンでの更なるプレゼンス向上を目指し販売を拡大してまいり
ます。

各国から高い評価をいただいているグローバルモデルの新型SUV『エクリプ
スクロス』は、10月より欧州向けの輸出を開始しました。今後は、豪州、北
米、日本など約80ヶ国への展開を計画しています。
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決算の詳細と将来に向けた成長戦略の進捗について説明します。

先ほどご説明した通り、上期の実績は、堅調であった第１四半期の流れを維
持し、V字回復の軌道に乗っています。

まずは、営業利益の増減についてご説明いたします。
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前年同期と比較した上期の営業利益増減分析はご覧の通りです。

台数車種構成では中国、アセアンでの堅調な台数増に加え、日本での回復も
あり、79億円の増益となりました。

販売費用は92億円の増加となりました。この要因としては、特に米国、日本
でのインセンティブやブランド強化に向けた主要車種への広告宣伝費を増加
したことによるものです。

コスト低減は194億円の改善となり、このうちシナジー効果が115億円含まれ
ております。

為替は、タイバーツが悪化したものの、他通貨で好転したため、9億円の増
益となりました。

その他においては、昨年度の市場措置費用の計上が大きかったため、568億
円の増益となりました。
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バランスシートの概要はご覧の通りです。

現預金につきましては、昨年度末より338億円減少しましたが、引き続き
5,230億円を保有しております。

自己資本比率は47.9％となり、健全な財務状況を維持しております。

今後も手許資金を有効な成長投資に積極的に振り向け、企業価値の向上に努
めてまいります。
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現地生産車種の好調な販売が持続している中国に加え、昨年度、燃費不正問
題で販売が落ち込んだ日本での回復により、全世界での販売台数は49万8千
台となり、前年同期から14％増加しました。

地域ごとに詳細を説明致します。
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日本では昨年の燃費不正問題による販売の落ち込みが回復し、前年同期に対
し48％増加しました。
当社は今後も継続してお客様の信頼回復に真摯に取り組み、失った市場シェ
アの回復を図っていきます。

商品力向上の施策としては、デリカ D:5およびアウトランダーで好評いただ
いている「ACTIVE GEAR」シリーズを、新たにRVRやeKカスタム/eKスペー
スにも展開しました。

ブランド再構築への取り組みの一つとして、電動ドライブステーションの拡
充があります。昨年の世田谷店に続き、10月には全国で5店舗を同時オープ
ンいたしました。
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アセアンの販売は引き続き好調に推移し、前年同期に対して15％増加となり
ました。

タイでは需要の回復に加え、当社への信頼感向上を狙ったサービスキャン
ペーンの効果もあり、ピックアップトラックを中心に販売が堅調です。

当社が高いシェアを持つフィリピンではパジェロスポーツが大きく台数を伸
ばしております。また、今年、現地生産化したミラージュ、ミラージュ G4
も順調に販売を伸ばし、好調な乗用車市場での拡販に取り組んでおります。

インドネシアでは、エクスパンダーの好調な立ち上がりに対応するため、計
画を前倒しして10月より2直体制に切り替え、増産を図っております。
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中国は、第２四半期においても現地生産化したアウトランダーを中心に好調
な販売が持続しており、前年同期比87％と大幅な増加となりました。

今後は、広告宣伝の強化による更なる拡販や、新規ディーラーの開業促進、
店舗あたりの販売台数増加を図り、シェア拡大に取り組んでいきます。

店舗数につきましては、2016年度末の210店舗から2019年度末までに400店舗
までに倍増させる計画であり、2017年度末には300店舗になる見込みです。
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北米では米国を中心に激しいインセンティブ競争が続く中、主力車種のアウ
トランダーの販売を伸ばし、前年同期を若干上回る結果となりました。

来年初めにはエクリプスクロス、続いてアウトランダーPHEVの投入を計画
しており、SUVブランドの構築を図ってまいります。

今後も、効率的な販売施策を継続し、ディーラーのモチベーション向上およ
び市場でのプレゼンス改善に努めてまいります。
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西欧では第１四半期と同様に、当社が相対的に強いドイツ（+26％）で大き
く台数を伸ばし、同じくイギリス（±0％）も堅調な販売を継続しておりま
す。

また、ロシアにおいても需要が回復しつつあり、9月には新型パジェロス
ポーツの現地生産開始を発表し、販売台数増に取り組んでおります。

一部の国では、アウトランダーを中心に台数が伸び悩みましたが、欧州全体
ではこれをカバーし、前年同期並の販売となりました。下期では、10月初旬
より新型エクリプスクロスの欧州向け出荷が始まっており、この車を中心に
台数増を目指していきます。
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当社が高いシェアを持つ豪州・NZでは、近年安定的な販売が続いており、こ
の第2四半期も当社が得意とするSUV・ピックアップトラックを中心に着実
に販売を伸ばしており、全需を大きく上回る販売となりました。

引き続き、当社の強みであり、豪州・NZ市場で拡大傾向にあるSUV／LCV車
種の販売に注力してまいります。
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中南米・中東アフリカについては、全体の需要は依然として厳しい状況の続
くものの、当社の販売は回復の兆しが見えております。

続いて、将来に向けた成長戦略の進捗について説明します。
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将来の成長に向けての投資も着実に進めております。

2017年度の設備投資は前年度比で72％の増加、研究開発費は20％の増加を計
画しております。

上期での進捗率は、設備投資が45％、研究開発費が40％となっており、年度
計画に対して順調に推移しております。

設備投資の主な項目としては、エクスパンダーやエクリプスクロスの生産開
始に向けた設備投資、岡崎の新しい試験施設への建設投資、電動ドライブス
テーションの展開・ブランド再構築に向けた販売ネットワーク整備、また、
働きやすい環境の実現に向けたITへの投資などとなっております。

また、研究開発費は、今後の新型車やマイナーチェンジの開発を積極的に進
め3Q以降増加していく計画です。

下期も計画した投資を確実に実行し、持続的な成長を実現するためのしっか
りとした土台を形成したいと考えています。



お客様のロイヤリティ向上や営業利益率の改善のために、日産自動車との
アライアンスを活用し、販売金融サービスの提供に取り組んでおります。

既に、今年度はオーストラリア、ニュージーランド、カナダ、タイで、単
独では展開が難しかった自社ブランドの販売金融サービスの提供を開始し
ております。

また、今後中国などこれまでの当社のプレゼンスが弱かった地域において
も販売金融事業について検討していきます。
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説明は以上となりますが、当社は、今期目標を達成するとともに、将来の成
長に向けての基盤づくりを着実に進めていきます。
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